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様式第１６ (第１５条関係) 

 

低炭素 xxxxxxxxx 号 

令和４年 ４月○日 

 

環 境 大 臣  殿 

 

 

補助事業者 住    所 東京都港区虎ノ門1-ｘ-ｘ 

氏名又は名称 低炭素商事株式会社 

代表者の職・氏名 代表取締役社長    

低炭素 太郎     

 

 

 令和３年度燃料電池自動車の普及目標及びそれに対する現状評価に関する報告書 

 

 平成２９年 ○月 ○日付け低炭社協事第2xxxxxxxx号で交付決定の通知を受けた二酸

化炭素排出抑制対策事業費等補助金（再エネ等を活用した水素社会推進事業）について、

平成２９年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（再エネ等を活用した水素社会推進

事業）交付規程(平成２９年６月６日第２９０６０６１号。以下「交付規程」という。) 

第１５条第２項の規定に基づき下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 地域再エネ水素ステーション導入事業で導入した設備を活用した燃料電池自動車の 

普及に関する取り組みの実施状況 

 

※ 本報告の対象年度における状況について、具体的に記入すること。 

 

 

２ (１)に対する評価 

   ※ 事業実施計画書に示された目標に照らして評価すること。目標（もしくは、 

その時点での普及想定台数）に達しなかった場合には、その原因及び追加 

対策（予定でも可）を記述すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度終了後、３０日以内（４月３０日以前）
に提出してください。 

代表者印不要です。

ｊ。 

交付決定通知番号を記入してください。 
（交付額確定通知の番号ではありません） 

共同で交付申請した場合は 
代表事業者名で報告してください。 

毎年、こちらの年度を変更し、提出してください。 
（平成29(2017)年度から令和2(2020)年度まで、 
 遅延事業者は平成30(2018)年度から令和3(2021)年度まで。） 
 

記載例 

補助事業者の管理用番号。 
番号が不要な場合は削除。 
 

本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等 

（１）責任者の所属部署・職名・氏名 

（２）担当者の所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス） 

 

本件責任者及び担当者の氏名、
連絡先を記載してください。 
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注１ 交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が 

報告すること。 

 

２ 補助事業者が地方公共団体の場合、補助事業者については、「住所」、 

「氏名又は名称」、「代表者の職・氏名」の記載を削除し、「地方公共団体の長」

の役職及び氏名を記入すること。 

以下、注意事項は全事業者対象です。 


